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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第83期

第1四半期
連結累計期間

第84期
第1四半期

連結累計期間
第83期

会計期間
自 2020年4月1日

 至 2020年6月30日

自 2021年4月1日

 至 2021年6月30日

自 2020年4月1日

 至 2021年3月31日

売上高 (百万円) 11,569 16,021 59,976

経常利益 (百万円) 346 1,287 5,320

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 242 916 3,818

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 318 1,034 5,516

純資産額 (百万円) 26,532 39,177 36,202

総資産額 (百万円) 47,253 60,822 56,868

1株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 11.95 40.80 184.55

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 11.93 40.78 183.18

自己資本比率 (％) 56.1 64.3 63.6
 

(注) 1　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記し

　　　　ておりません。

2　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)等を当第1四半期連結会計期間の期首か

　　　　ら適用しており、当第1四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

　　　　後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間における、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、株主、投資家の皆様の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 また、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び当社の関係会社)

が判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第1四半期連結累計期間における売上高は、回路検査用コネクタセグメントにおいて前年同期の新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響により強まっていた前倒し受注が正常化し減収となった一方、車載通信機器及び無線通信機器

セグメントが増収となった結果、16,021百万円(前年同期比＋38.5％)となりました。営業損益につきましては、回

路検査用コネクタ及び無線通信機器セグメントが前年同期比で減収となりましたが、車載通信機器セグメントが大

幅に改善した結果、1,219百万円の利益(前年同期比＋185.7％)となりました。経常損益につきましては、為替差益

49百万円を計上したことなどにより、1,287百万円の利益(前年同期比＋271.1％)となりました。親会社株主に帰属

する四半期純損益につきましては、経常増益などにより、916百万円の利益(前年同期比＋278.3％)となりました。

 
セグメント別の業績は次のとおりであります。

① 車載通信機器

当セグメントの主要市場である自動車市場は、世界的な半導体不足などの影響により、自動車メーカーにおいて

生産停滞や在庫不足がみられたものの、新型コロナウイルス感染拡大の影響を大幅に受けていた前年同期と比較す

ると小幅なものとなりました。地域別では、米国市場において前年同期における減産の反動増がみられ、中国／ア

セアン／日本国内市場でも需要が底堅く推移したことなどから、販売台数は前年同期を上回りました。

このような状況の中、主力製品であるシャークフィンアンテナ／GPSアンテナをはじめとする自動車メーカー向け

アンテナの国内・海外販売及びETCアンテナなど国内向けを主とする製品の販売は、反動増により前年同期を大幅に

上回りました。

この結果、当セグメントの売上高は10,184百万円(前年同期比＋89.7％)と、前年同期比で大幅な増収となりまし

た。セグメント損益につきましては大幅に改善したものの、海上運賃の高騰と部材調達難・生産遅れに伴う航空便

の多用による物流費増などにより、1百万円の利益(前年同期は942百万円の損失)となりました。

② 回路検査用コネクタ

当セグメントの主要市場である半導体検査市場は、コロナ禍におけるテレワーク拡大に伴うパソコン需要や、外

出制限・自粛に伴うインターネット利用急増によるサーバー需要の拡大に加え、5Gの浸透などにより世界のスマー

トフォン出荷台数が増加するなど、好調に推移しました。

このような状況の中、当社グループの主力製品である半導体後工程検査用治具の販売は、ロジック半導体検査用

ソケット・高周波検査対応ソケットの受注が根強く推移したものの、前年同期の受注増に対する反動減や、ロック

ダウンに伴うマレーシア工場の稼働制限による一部生産遅れなどにより、前年同期を下回りました。また、半導体

前工程検査用治具の販売も、周辺機器を含めてワンストップソリューションでサービスを提供するターンキービジ

ネスが順調に拡大したものの、前年同期における前倒し受注が正常化したことなどにより、前年同期を下回りまし

た。

この結果、当セグメントの売上高は3,400百万円(前年同期比△16.0％)と、前年同期比で減収となりました。セグ

メント損益につきましては、内製比率引き上げにより利益率が上昇したものの、減収に伴う減益や原材料価格上昇

などにより、771百万円の利益(前年同期比△11.0％)となりました。

③ 無線通信機器

当セグメントの主要市場である携帯通信端末市場は、スマートフォンの販売が堅調に推移し、ウェアラブル端末

は多様化・高機能化により今後の成長が見込まれております。POS端末市場は、物流／製造を始めとする幅広い業界

において、情報管理による業務効率化実現の観点から着実な成長を続けているほか、産業機器などの他市場も成長

が期待されております。

このような状況の中、微細スプリングコネクタを中核製品とするファインコネクタ事業におきましては、POS端末

向け販売の堅調な推移に加え、ワイヤレスイヤホンなどウェアラブル端末向け販売も増加したことなどにより、売

上高は前年同期を上回りました。
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当セグメントに含めておりますメディカル・デバイス事業につきましては、ユニット製品販売が堅調に推移した

ものの、医療現場逼迫により部品販売が落ち込んだことなどにより、売上高は前年同期を下回りました。

この結果、当セグメントの売上高は2,437百万円(前年同期比＋13.2％)となりました。セグメント損益につきまし

ては、ファインコネクタ事業における比較的利益率の高い製品の売上比率低下やメディカル・デバイス事業の減収

に伴う減益などにより、447百万円の利益(前年同期比△11.1％)となりました。

　

(事業セグメント別連結売上高)　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 　(単位：百万円、％)

 前第1四半期
自 2020年4月
至 2020年6月

前四半期
自 2021年1月
至 2021年3月

当第1四半期
自 2021年4月
至 2021年6月

前年同期比 前四半期比

売　上　高 売　上　高 売　上　高 増　減　率 増　減　率

車載通信機器 5,367 10,624 10,184 ＋89.7 △4.1

回路検査用コネクタ 4,048 3,359 3,400 △16.0 ＋1.2

無線通信機器 2,153 2,255 2,437 ＋13.2 ＋8.1

合　　　計 11,569 16,239 16,021 ＋38.5 △1.3
 

 
(2) 財政状態の分析

(資産)

当第1四半期連結会計期間末における資産は、現金及び預金増加1,577百万円、売上債権増加481百万円、棚卸資

産増加1,255百万円、有形固定資産増加153百万円などにより、60,822百万円(前連結会計年度末比3,953百万円の

増加)となりました。現金及び預金の増加は、第三者割当による新株予約権の発行及びその行使代金入金による

2,440百万円の増加のほか、売上債権・仕入債務増加などに伴う増減によります。また、棚卸資産の大幅な増加

は、車載通信機器セグメントにおける生産増に伴う完成品・部材在庫の増加及び回路検査用コネクタセグメント

におけるマレーシア工場のロックダウンによる生産停滞に伴う部材在庫の増加などによるものです。

(負債)

当第1四半期連結会計期間末における負債は、仕入債務増加773百万円などにより、21,645百万円(前連結会計年

度末比979百万円の増加)となりました。仕入債務の増加は、主に回路検査用コネクタセグメントにおける日本で

の代替生産拡大に伴う部材等の仕入増加などによるものです。

(純資産)

当第1四半期連結会計期間末における純資産は、第三者割当増資の払込に伴い資本金が1,220百万円、資本剰余

金が1,220百万円増加したこと、親会社株主に帰属する四半期純利益916百万円の計上などにより、39,177百万円

(前連結会計年度末比2,974百万円の増加)となりました。

(自己資本比率)

当第1四半期連結会計期間末における自己資本比率は64.3％(前連結会計年度末比＋0.7ポイント)となりまし

た。

　

(3) 経営方針・経営戦略等

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更は無く、また、新たに生じた課

題はありません。当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を会社の支配に関する

基本方針として定めており、その内容等(会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項)は、2021年6月24日提出の第83

期有価証券報告書に記載のとおりです。なお、内容等についての変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第1四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は824百万円であります。

なお、当第1四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第1四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年8月3日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,669,878 23,849,878
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式。
単元株式数は100株。

計 23,669,878 23,849,878 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

第1四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり、

行使されました。

 

 
第1四半期会計期間

(自　2021年4月1日　至　2021年6月30日)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等の数(個)
10,900

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 1,090,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 2,231.81

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) 2,432

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使

価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
28,200

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
2,820,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
2,554.45

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)
7,203
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年4月1日
～

2021年6月30日
1,090,000 23,669,878 1,220 7,607 1,220 7,593

 

(注) 1 新株予約権の行使による増加であります。

2 2021年7月1日から2021年7月14日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が180,000株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ211百万円増加しております。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2021年3月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

① 【発行済株式】

2021年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)  

－
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準と
なる株式。　普通株式 538,400

完全議決権株式(その他) 　普通株式 22,015,300 220,153 同上

単元未満株式 　普通株式 26,178 － 同上

発行済株式総数  22,579,878 － －

総株主の議決権  － 220,153 －
 

(注) 1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権2個)含まれており

ます。

2 「単元未満株式」欄には、自己株式が26株含まれております。

 

② 【自己株式等】

2021年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)      

株式会社ヨコオ
東京都北区滝野川
七丁目5番11号

538,400 － 538,400 2.38

計 － 538,400 － 538,400 2.38
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

1　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

 

2　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(2021年4月1日から2021年6月30

日まで)及び第1四半期連結累計期間(2021年4月1日から2021年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2021年6月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,463 17,041

  受取手形及び売掛金 11,026 11,507

  商品及び製品 6,062 6,672

  仕掛品 441 491

  原材料及び貯蔵品 3,808 4,405

  その他 1,618 1,892

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 38,417 42,006

 固定資産   

  有形固定資産 13,909 14,062

  無形固定資産 1,003 1,002

  投資その他の資産   

   退職給付に係る資産 726 745

   その他 2,812 3,005

   投資その他の資産合計 3,539 3,751

  固定資産合計 18,451 18,816

 資産合計 56,868 60,822

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,491 7,265

  短期借入金 5,024 5,022

  1年内返済予定の長期借入金 3,400 3,400

  未払法人税等 725 330

  賞与引当金 673 492

  その他 3,565 4,237

  流動負債合計 19,880 20,748

 固定負債   

  退職給付に係る負債 202 210

  その他 582 687

  固定負債合計 785 897

 負債合計 20,666 21,645

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,387 7,607

  資本剰余金 6,373 7,593

  利益剰余金 22,199 22,623

  自己株式 △633 △633

  株主資本合計 34,326 37,191

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 543 595

  為替換算調整勘定 845 929

  退職給付に係る調整累計額 437 414

  その他の包括利益累計額合計 1,825 1,939

 新株予約権 8 1

 非支配株主持分 41 45

 純資産合計 36,202 39,177

負債純資産合計 56,868 60,822
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第1四半期連結累計期間
(自 2020年4月1日

   至 2020年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2021年4月1日

   至 2021年6月30日)

売上高 11,569 16,021

売上原価 9,412 12,872

売上総利益 2,156 3,149

販売費及び一般管理費 1,729 1,929

営業利益 426 1,219

営業外収益   

 受取利息 3 4

 受取配当金 19 19

 持分法による投資利益 － 9

 為替差益 － 49

 その他 16 8

 営業外収益合計 39 92

営業外費用   

 支払利息 21 12

 持分法による投資損失 9 －

 新株予約権発行費 － 6

 為替差損 82 －

 その他 5 6

 営業外費用合計 119 25

経常利益 346 1,287

特別利益   

 固定資産売却益 4 1

 特別利益合計 4 1

特別損失   

 固定資産売却損 － 1

 固定資産除却損 4 2

 特別損失合計 4 3

税金等調整前四半期純利益 347 1,285

法人税、住民税及び事業税 63 205

法人税等調整額 36 159

法人税等合計 99 364

四半期純利益 248 920

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 3

親会社株主に帰属する四半期純利益 242 916
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第1四半期連結累計期間
(自 2020年4月1日

　 至 2020年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2021年4月1日

　 至 2021年6月30日)

四半期純利益 248 920

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 130 52

 為替換算調整勘定 △48 83

 退職給付に係る調整額 △11 △22

 その他の包括利益合計 70 113

四半期包括利益 318 1,034

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 313 1,030

 非支配株主に係る四半期包括利益 5 3
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【注記事項】

(会計方針の変更)

1　収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を

当第1四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、金型販売取引に

つき、売買契約に関する金型が検収された時点で収益を認識する方法に変更しております。また有償支給取引につ

き、従来は有償支給した支給品について消滅を認識しておりましたが、支給品を買い戻す義務を負っている場合、

当該支給品の消滅を認識しない方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第1四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第1四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当

該会計基準の適用が当第1四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に及ぼす影響は軽微です。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号2020年3月31日)第28-15項に定める経過的な取

扱いに従って、前第1四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

 
2　時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。)等

を当第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業

会計基準第10号　2019年7月4日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第1四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

(単位：百万円)

 
前第1四半期連結累計期間

(自 2020年4月1日
  至 2020年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2021年4月1日

  至 2021年6月30日)

減価償却費 669 770
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(株主資本等関係)

前第1四半期連結累計期間(自 2020年4月1日 至 2020年6月30日)

1  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年6月25日
定時株主総会

普通株式 324 16 2020年3月31日 2020年6月26日 利益剰余金
 

 

2 基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後とな

るもの
　

該当事項はありません。

 

当第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

1  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月24日
定時株主総会

普通株式 440 20 2021年3月31日 2021年6月25日 利益剰余金
 

 

2 基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後とな

るもの
　

該当事項はありません

 
3　株主資本の著しい変動

当社は2020年11月10日開催の取締役会決議に基づき、当第1四半期連結累計期間において第三者割当による新株式

発行を行いました。この結果、資本金が1,220百万円、資本剰余金が1,220百万円増加し、当第1四半期連結会計期間

末において資本金が7,607百万円、資本剰余金が7,593百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間(自 2020年4月1日 至 2020年6月30日)

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

車載通信機器
回路検査用
コネクタ

無線通信機器 計

売上高       

  外部顧客への売上高 5,367 4,048 2,153 11,569 － 11,569

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 5,367 4,048 2,153 11,569 － 11,569

セグメント利益又は損失(△) △942 867 502 427 △0 426
 

(注) 1 セグメント利益又は損失(△)のその他△0百万円は、主に親子会社間の内部取引の相殺であります。

　　 2 セグメント利益又は損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っています。

　

当第1四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年6月30日)

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

車載通信機器
回路検査用
コネクタ

無線通信機器 計

売上高       

日本 3,644 420 610 4,675 － 4,675

欧米 4,213 637 221 5,072 － 5,072

アジア 2,325 2,342 1,604 6,273 － 6,273

顧客との契約から生じる収益 10,184 3,400 2,437 16,021 － 16,021

  外部顧客への売上高 10,184 3,400 2,437 16,021 － 16,021

  セグメント間の内部売上高
 又は振替高

－ － － － － －

計 10,184 3,400 2,437 16,021 － 16,021

セグメント利益 1 771 447 1,219 － 1,219
 

(注) 1　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と同額となっております。

 2　(会計方針の変更)に記載のとおり当第1四半期連結会計期間より「収益認識に関する会計基準」等を適用

    しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。
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(1株当たり情報)

 1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第1四半期連結累計期間

(自 2020年4月1日
  至 2020年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2021年4月1日

  至 2021年6月30日)

(1) 1株当たり四半期純利益金額 11.95円 40.80円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 242 916

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

242 916

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,288 22,473

(2) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 11.93円 40.78円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 31 10

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

第3回新株予約権(行使価額修正条項及び行使許可条項付)の行使

当連結会計年度終了後、2021年7月14日までの間に、当社が2020年11月10日に発行した第3回新株予約権(行使価額

修正条項及び行使許可条項付)の一部について行使が行われております。

新株予約権が行使され、2021年7月1日から2021年7月14日までに発行した株式の概要は以下のとおりであります。

(1) 行使された新株予約権の個数                     1,800個

(2) 発行した株式の種類及び株式数        普通株式 180,000株

(3) 資本金増加額                                 211百万円

(4) 資本準備金増加額                             211百万円
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２ 【その他】

   該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ヨコオ(E01808)

四半期報告書

16/18



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年8月3日

株式会社ヨコオ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 富　　永　　貴　　雄 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　　口　　靖　　仁 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨコオの

2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間(2021年4月1日から2021年6月30日まで)及

び第1四半期連結累計期間(2021年4月1日から2021年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨコオ及び連結子会社の2021年6月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注) 1　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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